
教育職員免許法（抄） 
（昭和 24 年法律第 147 号） 
 

最終改正：令和元年 6 月 14 日法律第 37 号 
 
第 1 章 総則 
（この法律の目的） 
第 1 条 この法律は、教育職員の免許に関する基準を定め、教育職員の資質の保持と向上を図ることを

目的とする。 
（定義） 
第 2 条 この法律において「教育職員」とは、学校（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規

定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（第 3 項に

おいて「第 1 条学校」という。）並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼保

連携型認定こども園」という。）をいう。以下同じ。）の主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護

教諭及び主幹栄養教諭を含む。以下同じ。）、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教

諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭及び講師（以下「教員」という。）をいう。 
２ この法律で「免許管理者」とは、免許状を有する者が教育職員及び文部科学省令で定める教育の職に

ある者である場合にあってはその者の勤務地の都道府県の教育委員会、これらの者以外の者である場

合にあってはその者の住所地の都道府県の教育委員会をいう。 
３ この法律において「所轄庁」とは、大学附置の国立学校（国（国立大学法人法（平成 15 年法律第 112
号）第 2 条第 1 項に規定する国立大学法人を含む。以下この項において同じ。）が設置する学校をいう。

以下同じ。）又は公立学校（地方公共団体（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 108 号）第 68 条第

1 項に規定する公立大学法人（以下単に「公立大学法人」という。）を含む。）が設置する学校をいう。

以下同じ。）の教員にあってはその大学の学長、大学附置の学校以外の公立学校（第 1 条学校に限る。）

の教員にあってはその学校を所管する教育委員会、大学附置の学校以外の公立学校（幼保連携型認定こ

ども園に限る。）の教員にあってはその学校を所管する地方公共団体の長、私立学校（国及び地方公共

団体（公立大学法人を含む。）以外の者が設置する学校をいう。以下同じ。）の教員にあっては都道府県

知事（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第 1 項の指定都市又は同法第 252 条の 22
第 1 項の中核市（以下この項において「指定都市等」という。）の区域内の幼保連携型認定こども園の

教員にあっては、当該指定都市等の長）をいう。 
４ この法律で「自立教科等」とは、理療（あん摩、マッサージ、指圧等に関する基礎的な知識技能の修

得を目標とした教科をいう。）、理学療法、理容その他の職業についての知識技能の修得に関する教科及

び学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能の修得を目的とする教育に係る

活動（以下「自立活動」という。）をいう。 
５ この法律で「特別支援教育領域」とは、学校教育法第 72 条に規定する視覚障害者、聴覚障害者、知

的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）に関するいずれかの教育の領域をいう。 
（免許） 
第 3 条 教育職員は、この法律により授与する各相当の免許状を有する者でなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を除く。）

及び指導教諭については各相当学校の教諭の免許状を有する者を、養護をつかさどる主幹教諭につい

ては養護教諭の免許状を有する者を、栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭については栄養教諭

の免許状を有する者を、講師については各相当学校の教員の相当免許状を有する者を、それぞれ充てる

ものとする。 



３ 特別支援学校の教員（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭、養護教諭、養護助教諭、

栄養教諭並びに特別支援学校において自立教科等の教授を担任する教員を除く。）については、第 1 項

の規定にかかわらず、特別支援学校の教員の免許状のほか、特別支援学校の各部に相当する学校の教員

の免許状を有する者でなければならない。 
４ 義務教育学校の教員（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭、養護教諭、養護助教諭並

びに栄養教諭を除く。）については、第 1 項の規定にかかわらず、小学校の教員の免許状及び中学校の

教員の免許状を有する者でなければならない。 
５ 中等教育学校の教員（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭、養護教諭、養護助教諭並

びに栄養教諭を除く。）については、第 1 項の規定にかかわらず、中学校の教員の免許状及び高等学校

の教員の免許状を有する者でなければならない。 
６ 幼保連携型認定こども園の教員の免許については、第 1 項の規定にかかわらず、就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の定めるところによる。 
（免許状を要しない非常勤の講師） 
第 3 条の 2 次に掲げる事項の教授又は実習を担任する非常勤の講師については、前条の規定にかかわ

らず、各相当学校の教員の相当免許状を有しない者を充てることができる。 
（1） 小学校における次条第 6 項第 1 号に掲げる教科の領域の一部に係る事項 
（2） 中学校における次条第 5 項第 1 号に掲げる教科及び第 16 条の 3 第 1 項の文部科学省令で定め

る教科の領域の一部に係る事項 
（3） 義務教育学校における前 2 号に掲げる事項 
（4） 高等学校における次条第 5 項第 2 号に掲げる教科及び第 16 条の 3 第 1 項の文部科学省令で定

める教科の領域の一部に係る事項 
（5） 中等教育学校における第 2 号及び前号に掲げる事項 
（6） 特別支援学校（幼稚部を除く。）における第 1 号、第 2 号及び第 4 号に掲げる事項並びに自立

教科等の領域の一部に係る事項 
（7） 教科に関する事項で文部科学省令で定めるもの 

２ 前項の場合において、非常勤の講師に任命し、又は雇用しようとする者は、あらかじめ、文部科学省

令で定めるところにより、その旨を第 5 条第 7 項で定める授与権者に届け出なければならない。 
第 2 章 免許状 
（種類） 
第 4 条 免許状は、普通免許状、特別免許状及び臨時免許状とする。 
２ 普通免許状は、学校（義務教育学校、中等教育学校及び幼保連携型認定こども園を除く。）の種類ご

との教諭の免許状、養護教諭の免許状及び栄養教諭の免許状とし、それぞれ専修免許状、一種免許状及

び二種免許状（高等学校教諭の免許状にあっては、専修免許状及び一種免許状）に区分する。 
３ 特別免許状は、学校（幼稚園、義務教育学校、中等教育学校及び幼保連携型認定こども園を除く。）

の種類ごとの教諭の免許状とする。 
４ 臨時免許状は、学校（義務教育学校、中等教育学校及び幼保連携型認定こども園を除く。）の種類ご

との助教諭の免許状及び養護助教諭の免許状とする。 
５ 中学校及び高等学校の教員の普通免許状及び臨時免許状は、次に掲げる各教科について授与するも

のとする。 
（1） 中学校の教員にあっては、国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、保健、技術、

家庭、職業（職業指導及び職業実習（農業、工業、商業、水産及び商船のうちいずれか 1 以上の実

習とする。以下同じ。）を含む。）、職業指導、職業実習、外国語（英語、ドイツ語、フランス語そ

の他の各外国語に分ける。）及び宗教 
（2） 高等学校の教員にあっては、国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美術、工芸、書道、



保健体育、保健、看護、看護実習、家庭、家庭実習、情報、情報実習、農業、農業実習、工業、工

業実習、商業、商業実習、水産、水産実習、福祉、福祉実習、商船、商船実習、職業指導、外国語

（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）及び宗教 
６ 小学校教諭、中学校教諭及び高等学校教諭の特別免許状は、次に掲げる教科又は事項について授与す

るものとする。 
（1） 小学校教諭にあっては、国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭、体育及び

外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。） 
（2） 中学校教諭にあっては、前項第 1 号に掲げる各教科及び第 16 条の 3 第 1 項の文部科学省令

で定める教科 
（3） 高等学校教諭にあっては、前項第 2 号に掲げる各教科及びこれらの教科の領域の一部に係る

事項で第 16 条の 4 第 1 項の文部科学省令で定めるもの並びに第 16 条の 3 第 1 項の文部科学省令

で定める教科 
第 4 条の 2 特別支援学校の教員の普通免許状及び臨時免許状は、1 又は 2 以上の特別支援教育領域につ

いて授与するものとする。 
２ 特別支援学校において専ら自立教科等の教授を担任する教員の普通免許状及び臨時免許状は、前条

第 2 項の規定にかかわらず、文部科学省令で定めるところにより、障害の種類に応じて文部科学省令

で定める自立教科等について授与するものとする。 
３ 特別支援学校教諭の特別免許状は、前項の文部科学省令で定める自立教科等について授与するもの

とする。 
（授与） 
第 5 条 普通免許状は、別表第 1、別表第 2 若しくは別表第 2 の 2 に定める基礎資格を有し、かつ、大

学若しくは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関において別表第 1、別表第 2 若しくは別表第 2 の

2 に定める単位を修得した者又はその免許状を授与するため行う教育職員検定に合格した者に授与す

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する者には、授与しない。 
（1） 18 歳未満の者 
（2） 高等学校を卒業しない者（通常の課程以外の課程におけるこれに相当するものを修了しない

者を含む。）。ただし、文部科学大臣において高等学校を卒業した者と同等以上の資格を有すると認

めた者を除く。 
（3） 禁錮以上の刑に処せられた者 
（4） 第 10 条第 1 項第 2 号又は第 3 号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効

の日から 3 年を経過しない者 
（5） 第 11 条第 1 項から第 3 項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から

3 年を経過しない者 
（6） 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 
２ 前項本文の規定にかかわらず、別表第 1 から別表第 2 の 2 までに規定する普通免許状に係る所要資

格を得た日の翌日から起算して10年を経過する日の属する年度の末日を経過した者に対する普通免許

状の授与は、その者が免許状更新講習（第 9 条の 3 第 1 項に規定する免許状更新講習をいう。以下第

9 条の 2 までにおいて同じ。）の課程を修了した後文部科学省令で定める 2 年以上の期間内にある場合

に限り、行うものとする。 
３ 特別免許状は、教育職員検定に合格した者に授与する。ただし、第 1 項各号のいずれかに該当する

者には、授与しない。 
４ 前項の教育職員検定は、次の各号のいずれにも該当する者について、教育職員に任命し、又は雇用し

ようとする者が、学校教育の効果的な実施に特に必要があると認める場合において行う推薦に基づい



て行うものとする。 
（1） 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有する者 
（2） 社会的信望があり、かつ、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持っている者 

５ 第 7 項で定める授与権者は、第 3 項の教育職員検定において合格の決定をしようとするときは、あ

らかじめ、学校教育に関し学識経験を有する者その他の文部科学省令で定める者の意見を聴かなけれ

ばならない。 
６ 臨時免許状は、普通免許状を有する者を採用することができない場合に限り、第 1 項各号のいずれ

にも該当しない者で教育職員検定に合格したものに授与する。ただし、高等学校助教諭の臨時免許状

は、次の各号のいずれかに該当する者以外の者には授与しない。 
（1） 短期大学士の学位（学校教育法第 104 条第 2 項に規定する文部科学大臣の定める学位（専門

職大学を卒業した者に対して授与されるものを除く。）又は同条第 6 項に規定する文部科学大臣の

定める学位を含む。）又は準学士の称号を有する者 
（2） 文部科学大臣が前号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者 

７ 免許状は、都道府県の教育委員会（以下「授与権者」という。）が授与する。 
（免許状の授与の手続等） 
第 5 条の 2 免許状の授与を受けようとする者は、申請書に授与権者が定める書類を添えて、授与権者に

申し出るものとする。 
２ 特別支援学校の教員の免許状の授与に当たっては、当該免許状の授与を受けようとする者の別表第 1
の第 3 欄に定める特別支援教育に関する科目（次項において「特別支援教育科目」という。）の修得の

状況又は教育職員検定の結果に応じて、文部科学省令で定めるところにより、1 又は 2 以上の特別支援

教育領域を定めるものとする。 
３ 特別支援学校の教員の免許状の授与を受けた者が、その授与を受けた後、当該免許状に定められてい

る特別支援教育領域以外の特別支援教育領域（以下「新教育領域」という。）に関して特別支援教育科

目を修得し、申請書に当該免許状を授与した授与権者が定める書類を添えて当該授与権者にその旨を

申し出た場合、又は当該授与権者が行う教育職員検定に合格した場合には、当該授与権者は、前項に規

定する文部科学省令で定めるところにより、当該免許状に当該新教育領域を追加して定めるものとす

る。 
第 6 条～第 8 条 略 
（効力） 
第 9 条 普通免許状は、その授与の日の翌日から起算して 10 年を経過する日の属する年度の末日まで、

すべての都道府県（中学校及び高等学校の教員の宗教の教科についての免許状にあっては、国立学校又

は公立学校の場合を除く。次項及び第 3 項において同じ。）において効力を有する。 
２ 特別免許状は、その授与の日の翌日から起算して 10 年を経過する日の属する年度の末日まで、その

免許状を授与した授与権者の置かれる都道府県においてのみ効力を有する。 
３ 臨時免許状は、その免許状を授与したときから 3 年間、その免許状を授与した授与権者の置かれる

都道府県においてのみ効力を有する。 
４ 第 1 項の規定にかかわらず、その免許状に係る別表第 1 から別表第 8 までに規定する所要資格を得

た日、第 16 条の 2 第 1 項に規定する教員資格認定試験に合格した日又は第 16 条の 3 第 2 項若しくは

第 17条第 1項に規定する文部科学省令で定める資格を有することとなった日の属する年度の翌年度の

初日以後、同日から起算して 10 年を経過する日までの間に授与された普通免許状（免許状更新講習の

課程を修了した後文部科学省令で定める 2 年以上の期間内に授与されたものを除く。）の有効期間は、

当該 10 年を経過する日までとする。 
５ 普通免許状又は特別免許状を 2 以上有する者の当該 2 以上の免許状の有効期間は、第 1 項、第 2 項

及び前項並びに次条第 4 項及び第 5 項の規定にかかわらず、それぞれの免許状に係るこれらの規定に



よる有効期間の満了の日のうち最も遅い日までとする。 
（有効期間の更新及び延長） 
第 9 条の 2 免許管理者は、普通免許状又は特別免許状の有効期間を、その満了の際、その免許状を有す

る者の申請により更新することができる。 
２ 前項の申請は、申請書に免許管理者が定める書類を添えて、これを免許管理者に提出してしなければ

ならない。 
３ 第 1 項の規定による更新は、その申請をした者が当該普通免許状又は特別免許状の有効期間の満了

する日までの文部科学省令で定める 2 年以上の期間内において免許状更新講習の課程を修了した者で

ある場合又は知識技能その他の事項を勘案して免許状更新講習を受ける必要がないものとして文部科

学省令で定めるところにより免許管理者が認めた者である場合に限り、行うものとする。 
４ 第 1 項の規定により更新された普通免許状又は特別免許状の有効期間は、更新前の有効期間の満了

の日の翌日から起算して 10 年を経過する日の属する年度の末日までとする。 
５ 免許管理者は、普通免許状又は特別免許状を有する者が、次条第 3 項第 1 号に掲げる者である場合

において、同条第 4 項の規定により免許状更新講習を受けることができないことその他文部科学省令

で定めるやむを得ない事由により、その免許状の有効期間の満了の日までに免許状更新講習の課程を

修了することが困難であると認めるときは、文部科学省令で定めるところにより相当の期間を定めて、

その免許状の有効期間を延長するものとする。 
６ 免許状の有効期間の更新及び延長に関する手続その他必要な事項は、文部科学省令で定める。 
（免許状更新講習） 
第 9 条の 3 免許状更新講習は、大学その他文部科学省令で定める者が、次に掲げる基準に適合すること

についての文部科学大臣の認定を受けて行う。 
（1） 講習の内容が、教員の職務の遂行に必要なものとして文部科学省令で定める事項に関する最

新の知識技能を修得させるための課程（その一部として行われるものを含む。）であること。 
（2） 講習の講師が、次のいずれかに該当する者であること。 

イ 文部科学大臣が第 16 条の 3 第 4 項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要

資格を得させるために適当と認める課程を有する大学において、当該課程を担当する教授、准教

授又は講師の職にある者 
ロ イに掲げる者に準ずるものとして文部科学省令で定める者 

（3） 講習の課程の修了の認定（課程の一部の履修の認定を含む。）が適切に実施されるものである

こと。 
（4） その他文部科学省令で定める要件に適合するものであること。 

２ 前項に規定する免許状更新講習（以下単に「免許状更新講習」という。）の時間は、30 時間以上とす

る。 
３ 免許状更新講習は、次に掲げる者に限り、受けることができる。 

（1） 教育職員及び文部科学省令で定める教育の職にある者 
（2） 教育職員に任命され、又は雇用されることとなっている者及びこれに準ずるものとして文部

科学省令で定める者 
４ 前項の規定にかかわらず、公立学校の教員であって教育公務員特例法（昭和 24 年法律第 1 号）第 25
条第 1 項に規定する指導改善研修（以下この項及び次項において単に「指導改善研修」という。）を命

ぜられた者は、その指導改善研修が終了するまでの間は、免許状更新講習を受けることができない。 
５ 前項に規定する者の任命権者（免許管理者を除く。）は、その者に指導改善研修を命じたとき、又は

その者の指導改善研修が終了したときは、速やかにその旨を免許管理者に通知しなければならない。 
６ 文部科学大臣は、第 1 項の規定による認定に関する事務を独立行政法人教職員支援機構（第 16 条の

2 第 3 項及び別表第 3 備考第 11 号において「機構」という。）に行わせるものとする。 



７ 前各項に規定するもののほか、免許状更新講習に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。 
（有効期間の更新又は延長の場合の通知等） 
第 9 条の 4 免許管理者は、普通免許状又は特別免許状の有効期間を更新し、又は延長したときは、その

旨をその免許状を有する者、その者の所轄庁（免許管理者を除く。）及びその免許状を授与した授与権

者（免許管理者を除く。）に通知しなければならない。 
２ 免許状の有効期間を更新し、若しくは延長したとき、又は前項の通知を受けたときは、その免許状を

授与した授与権者は、その旨を第 8 条第 1 項の原簿に記入しなければならない。 
第 9 条の 5～第 23 条 略 
 
別表第 1（第 5 条、第 5 条の 2 関係） 

第    1    欄 第    2    欄 第    3    欄 
      

所要資格 
 

免許状の種類 
基    礎    資    格 

大学において修得すること

を必要とする最低単位数 
教科及び教

職に関する

科目 

特別支援教

育に関する

科目 
幼稚園教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 75  

一種免許状 学士の学位を有すること。 51  
二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 31  

小学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 83  
一種免許状 学士の学位を有すること。 59  
二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 37  

中学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 83  
一種免許状 学士の学位を有すること。 59  
二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 35  

高等学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 83  
一種免許状 学士の学位を有すること。 59  

特別支援学校教

諭 
専修免許状 修士の学位を有すること及び小

学校、中学校、高等学校又は幼稚

園の教諭の普通免許状を有する

こと。 

 50 

一種免許状 学士の学位を有すること及び小

学校、中学校、高等学校又は幼稚

園の教諭の普通免許状を有する

こと。 

 26 

二種免許状 小学校、中学校、高等学校又は幼

稚園の教諭の普通免許状を有す

ること。 
 16 



備考 
1 この表における単位の修得方法については、文部科学省令で定める（別表第 2 から別表第 8 ま

での場合においても同様とする。）。 
1 の 2 文部科学大臣は、前号の文部科学省令を定めるに当たっては、単位の修得方法が教育職員

として必要な知識及び技能を体系的かつ効果的に修得させるものとなるよう配慮するととも

に、あらかじめ、第 16 条の 3 第 4 項の政令で定める審議会等の意見を聴かなければならない

（別表第 2 から別表第 8 までの場合においても同様とする。）。 
2 第 2 欄の「修士の学位を有すること」には、学校教育法第 104 条第 3 項に規定する文部科学

大臣の定める学位を有する場合又は大学（短期大学を除く。第 6 号及び第 7 号において同じ。）

の専攻科若しくは文部科学大臣の指定するこれに相当する課程に 1 年以上在学し、30 単位以上

修得した場合を含むものとする（別表第 2 及び別表第 2 の 2 の場合においても同様とする。）。 
2 の 2 第 2 欄の「学士の学位を有すること」には、学校教育法第 104 条第 2 項に規定する文部

科学大臣の定める学位（専門職大学を卒業した者に対して授与されるものに限る。）を有する場

合又は文部科学大臣が学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認めた場合を含む

ものとする（別表第 2 の場合においても同様とする。）。 
2 の 3 第 2 欄の「短期大学士の学位を有すること」には、学校教育法第 4 条第 2 項に規定する

文部科学大臣の定める学位（専門職大学を卒業した者に対して授与されるものを除く。）若しく

は同条第 6 項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する場合、文部科学大臣の指定する教

員養成機関を卒業した場合又は文部科学大臣が短期大学士の学位を有することと同等以上の資

格を有すると認めた場合を含むものとする（別表第 2 の 2 の場合においても同様とする。）。 
3 高等学校教諭以外の教諭の二種免許状の授与の所要資格に関しては、第 3 欄の「大学」には、

文部科学大臣の指定する教員養成機関を含むものとする。 
4 この表の規定により幼稚園、小学校、中学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若しくは一

種免許状又は幼稚園、小学校若しくは中学校の教諭の二種免許状の授与を受けようとする者に

ついては、特に必要なものとして文部科学省令で定める科目の単位を大学又は文部科学大臣の

指定する教員養成機関において修得していることを要するものとする（別表第 2 及び別表第 2
の 2 の場合においても同様とする。）。 

5 第 3 欄に定める科目の単位は、次のいずれかに該当するものでなければならない（別表第 2 及

び別表第 2 の 2 の場合においても同様とする。）。 
イ 文部科学大臣が第 16 条の 3 第 4 項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要

資格を得させるために適当と認める課程（以下「認定課程」という。）において修得したもの 
ロ 免許状の授与を受けようとする者が認定課程以外の大学の課程又は文部科学大臣が大学の課

程に相当するものとして指定する課程において修得したもので、文部科学省令で定めるところ

により当該者の在学する認定課程を有する大学が免許状の授与の所要資格を得させるための教

科及び教職に関する科目として適当であると認めるもの 
6 前号の認定課程には、第 3 欄に定める科目の単位のうち、教科及び教職に関する科目（教員の

職務の遂行に必要な基礎的な知識技能を修得させるためのものとして文部科学省令で定めるも

のに限る。）又は特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限

を 1 年とする課程を含むものとする。 
7 専修免許状に係る第 3 欄に定める科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許

状に係る同欄に定める科目の単位数を差し引いた単位数については、大学院の課程又は大学の

専攻科の課程において修得するものとする（別表第 2 の 2 の場合においても同様とする。）。 
8 一種免許状（高等学校教諭の一種免許状を除く。）に係る第 3 欄に定める科目の単位数は、短

期大学の課程及び短期大学の専攻科で文部科学大臣が指定するものの課程において修得するこ



とができる。この場合において、その単位数からそれぞれの二種免許状に係る同欄に定める科

目の単位数を差し引いた単位数については、短期大学の専攻科の課程において修得するものと

する。 
 


